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議案第１８号 

 

令和６年度白石町一般会計補正予算（第８号） 

 

令和６年度白石町の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１０１，３４４千円を減額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

１７，４０６，６３３千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予

算補正」による。 

 

 （継続費の補正） 

第２条 継続費の変更及び追加は、「第２表 継続費補正」による。 

 

（繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により、翌年度に繰り越して使用することができる経費は、「第３表 繰越明許

費」による。 
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 （地方債の補正） 

第４条 地方債の追加及び変更は、「第４表 地方債補正」による。 

 

令和７年３月４日提出 

 

白石町長 田 島  健 一    

   











１　　変　　　更

総　　額 年　　度 年　割　額 総　　額 年　　度 年　割　額

千円 千円 千円 千円

平成 ３０ 年度 100,500 平成 ３０ 年度 100,500

令和 元 年度 282,600 令和 元 年度 282,600

令和 ２ 年度 451,000 令和 ２ 年度 451,000

令和 ３ 年度 410,000 令和 ３ 年度 410,000

令和 ４ 年度 71,000 令和 ４ 年度 71,000

令和 ５ 年度 64,590 令和 ５ 年度 64,590

令和 ６ 年度 151,000 令和 ６ 年度 151,000

令和 ７ 年度 217,000 令和 ７ 年度 336,000

令和 ８ 年度 131,000 令和 ８ 年度 131,000

令和 ９ 年度 201,000 令和 ９ 年度 201,000

令和 １０ 年度 140,310 令和 １０ 年度 21,310

令和 ６　年度 353,200 令和 ６　年度 0

令和 ７ 年度 773,800 令和 ７ 年度 0

款 項 事　業　名

第２表　　　継　続　費　補　正

４.学校施設整備費
新設小学校施設
整備費

1,127,000 0

補　正　後

６．農林水産業費 ３．水産業費
漁港整備事業
（住ノ江漁港） 2,220,000

補　正　前

１０.教育費

2,220,000
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２　　追　　　加
款 項 事　業　名　 総　　　額 年　　　度 年　割　額

　 千円 千円
令和 ６ 年度 93,900
令和 ７ 年度 310,700
令和 ８ 年度 460,000
令和 ９ 年度 460,000

千円 千円
令和 ６ 年度 259,300
令和 ７ 年度 504,000

有明地域
新設小学校施設
整備費

白石地域
新設小学校施設
整備費

４.学校施設整備費

763,300

1,324,600

１０.教育費



款 項

１．農業費

２．林業費

２．道路橋りょう費

３．河川費

１０．　教育費 ４．学校施設整備費

62,700

３．　民生費

新設小学校施設整備費（測量委託料） 6,900

６．　農林水産業費

水利施設等保全高度化事業

46,490

８．　土木費

船野・嘉瀬川地区治山事業 7,592

３．水産業費

水産振興費 889

漁港整備事業費 39,240

通学路整備事業 12,090

河川総務費(深浦地区排水ポンプ設置事業)

１．社会福祉費

令和６年度　物価高騰に伴う低所得世帯支援給付金給付事業
【非課税世帯３万円給付】

25,144

令和６年度　物価高騰に伴う低所得世帯支援給付金給付事業
【子ども加算２万円給付】

4,485

１．総務管理費

第３表　繰越明許費

事　業　名 金　額

千円

道の駅しろいし推進事業費 1,800
２．　総務費

分譲住宅地整備事業費 26,610
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 　１　　変　　　更　　 （単位：千円）

起債の方法 起債の方法 利率 償還の方法

１
普通貸借
証書又は
証券借入

２
政府銀行
金融機関

等から借入

  5.0％以内
（ただし、利率
見直し方式で
借り入れる資
金について、
利率見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利

率）

　借入先の融資条
件による。

　ただし、町財政
の都合により据置
期間及び償還期
限を短縮し、若し
くは繰上償還又は
低利に借換えする

ことができる。

457,800

第４表　地方債補正

起　　債　　の　　目　　的
補　　正　　前 補　　正　　後

限度額 利率 償還の方法 限度額

同左 同左 同左

合 併 特 例 事 業 329,700 344,700

過 疎 対 策 事 業 461,400



一　　般　　会　　計

予 算 に 関 す る 説 明 書
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１．特別職

寒 冷 地 そ の 他

（人） 手 当 の 手 当

 長 等 3 23,448 7,714 7,124 38,286 6,820 45,106

議 員 16 50,742 16,683 67,425 14,919 82,344
共済費は、退職議
員等給付負担分等

そ の 他 の
特 別 職

1,565 47,983 47,983 47,983

計 1,584 98,725 23,448 24,397 7,124 153,694 21,739 175,433

長 等 3 23,448 7,714 7,124 38,286 6,820 45,106

議 員 16 50,742 16,683 67,425 14,919 82,344
共済費は、退職議
員等給付負担分等

そ の 他 の
特 別 職

1,618 54,162 54,162 54,162

計 1,637 104,904 23,448 24,397 7,124 159,873 21,739 181,612

長 等

議 員

そ の 他 の
特 別 職

△ 53 △ 6,179 △ 6,179 △ 6,179

計 △ 53 △ 6,179 △ 6,179 △ 6,179

（備考　長等及びその他の特別職の期末手当年間支給率3.45月分）

補 正 後

補 正 前

比 較

給与費明細書

給 与 費

区 分
期末手当 地域手当 計

職 員 数

（単位：千円）

報 酬 給 料
共 済 費 合 計 備 考
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２．一般職

（１） 総   括

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（ 194 ）

263

（ 196 ）

263

（ △ 2 ）

10,116 26,904 9,922 11,218 21,700 274,299 236,088 76,633 204,021 456

10,116 26,904 9,922 11,218 21,700 276,499 237,988 83,507 204,021 456

△ 2,200 △ 1,900 △ 6,874

2,535,668397,2342,138,434

（単位：千円）

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計

397,2342,123,177

職 員 数

871,3571,046,374205,446

（人）
備 考

補 正 後

補 正 前 210,284

2,520,411

1,045,819 882,331

比 較

補 正 前

補 正 後

管 理 職
手 当

扶 養 手 当
管理職員
特別勤務

手当

（単位：千円）

児 童 手 当

△ 15,257△ 15,257△ 10,974

時間外
勤務手当

勤勉手当通 勤 手 当
宿日直
手当

退職手当

555△ 4,838

地 域 手 当 住 居 手 当 期 末 手 当

比 較

区 分

職員手当
の 内 訳
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ア.　会計年度任用職員以外の職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（ 18 ）

240

（ 18 ）

240

（ ）

10,116 26,904 9,922 10,072 21,700 225,929 195,608 76,050 193,635 456

10,116 26,904 9,922 10,072 21,700 225,929 195,608 82,924 193,635 456

△ 6,874

備考

１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものである。

２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きしたものである。

備 考

補 正 後 991,072 770,392 1,761,464

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計

340,198 2,101,662

職 員 数

（人）

（単位：千円）

補 正 前 991,072 777,266 1,768,338

勤勉手当
時間外

勤務手当
通 勤 手 当住 居 手 当

340,198 2,108,536

期 末 手 当

比 較 △ 6,874 △ 6,874

職員手当
の 内 訳

比 較

管 理 職
手 当

扶 養 手 当 地 域 手 当区 分

補 正 後

補 正 前

退職手当

△ 6,874

（単位：千円）

管理職員
特別勤務

手当
児 童 手 当

宿日直
手当
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イ.　会計年度任用職員

報 酬 給 料 職 員 手 当 計

（ 176 ）

23

（ 178 ）

23

（ △ 2 ）

（単位：千円）

1,146 48,370 40,480 583 10,386

1,146 50,570 42,380 583 10,386

△ 2,200 △ 1,900

備考

１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものである。

２　（　）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの

　通常の勤務時間に比し短い職員について外書きしたものである。

57,036

（単位：千円）

区 分
給 与 費

共 済 費 合 計 備 考

55,302205,446

補 正 前

職 員 数

（人）

補 正 後 418,749100,965 361,713

210,284 54,747 105,065 370,096 427,132

△ 8,383

57,036

比 較

区 分

職員手当
の 内 訳

通 勤 手 当 勤 勉 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

退 職 手 当

補 正 前

比 較

期 末 手 当

補 正 後

△ 4,838 555 △ 4,100 △ 8,383
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(2)　給料及び職員手当の増減額の明細（会計年度任用職員以外）

区 分 増 減 額

制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

職員手当

△ 6,874 時間外勤務手当等の増減分 △ 6,874そ の 他 の 増 減 分

△ 6,874

（単位：千円）

給 料

そ の 他 の 増 減 分

昇 給 に 伴 う 増 減 分

説 明 備 考増 減 事 由 別 内 訳
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　　　　　　（単位：千円）

6,628,668 6,110,755 979,300 954,515 6,135,540

(1) 総　　務　　債 0 0 0 0 0

(2) 民　　生　　債 0 0 0 0 0

(3) 衛　　生　　債 975,262 839,747 42,800 171,736 710,811

(4) 農 林 水 産 債 648,140 595,902 62,000 102,477 555,425

(5) 土　　木　　債 188,625 339,833 219,600 38,627 520,806

(6) 住　　宅　　債 0 0 0 0 0

(7) 教　　育　　債 91,316 27,380 0 27,380 0

(8) 消    防    債 25,201 25,407 184,000 8,118 201,289

(9) 過　　疎　　債 4,700,124 4,282,486 470,900 606,177 4,147,209

4,111,260 3,662,116 19,000 429,884 3,251,232

11,391 5,841 0 3,438 2,403

0 0 0 0 0

3,206,214 4,811,214 363,700 509,403 4,665,511

48,096 42,091 0 6,017 36,074

14,320 12,531 0 1,800 10,731

14,019,949 14,644,548 1,362,000 1,905,057 14,101,491

9,908,689 10,982,432 1,343,000 1,475,173 10,850,259

　４．　臨 時 税 収 補 塡 債

　５．　合 併 特 例 債

　６．　災 害 復 旧 債

　７．　減 収 補 填 債

合　　　計

２．臨時財政対策債を除いた合計（再掲）

当 該 年 度 中
起 債 見 込 額

当 該 年 度 中 元 金
償 還 見 込 額

　１．　普　　　通　　　債

　２．　臨 時 財 政 対 策 債

　３．　減 税 補 塡 債

地 方 債 の 前 々 年 度 末 及 び 前 年 度 末 に お け る 現 在 高
並 び に 当 該 年 度 末 に お け る 現 在 高 の 見 込 み に 関 す る 調 書

区　　　分
前 々 年 度 末
現 在 高

前 年 度 末
現 在 高

当 該 年 度 中 増 減 見 込
当該年度末現在高
見 込 額
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